（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　新 酪農振興プロジェクト推進対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　農政部　畜産課　酪農・飼料係　電話番号：058-272-1111（内2877）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        ６，９７０千円（前年度予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,970
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,970

	決定額
	6,000
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　　・配合飼料などの高騰により生産コストが上昇し、経営を圧迫している一方、ＴＰＰやＥＰＡといった経済連携協定が進展していることから、安価な輸入乳製品に対抗するための対策が必要

　　・昨年度、酪農振興計画を立ち上げる前に現状の的確な分析を行い、課題を明確にして政策を再構築することとの副知事からの指示を受け、平成３０年度について、酪農経営実態調査を実施。

・県内酪農家戸数及び生乳生産量は、この25年間で酪農家戸数は約75％、また、生乳生産量は約50%減少するなど生産基盤の弱体化が顕著である一方、規模拡大を志向する農家もおり、県内の生乳生産を維持するためには、これら意欲ある生産者に向けて、増頭する牛の確保、増頭に対応した労働力の確保、継続的な経営の継承が必要であることが浮かび上がってきた。
・昭和48年に供用開始した東濃牧場は、県内酪農家の不採算部門である育成業務を担い、県の酪農振興に寄与しているが、施設の老朽化が進むとともに、場内の牛舎を分断するように公道が通っていることから、職員の作業動線が非常に悪く、また家畜伝染病の侵入が強く危惧されている。
・一方、新規に酪農経営を希望する者にとっては、実践的な酪農技術の習得及び実践に即した経営感覚を養う機会がないこと、また他の農業と比べ、施設整備等に莫大な投資が必要であることが大きな課題となっている。
・このことから、今後も県内酪農家の経営を支援すべき東濃牧場について、現在の井戸の水量調査を行い、現在の牧場機能の継続的な維持が確保できるかどうか、また、今後、酪農振興拠点として総合的かつ実践的な研修機能を付与するために必要な搾乳牛舎の併設が可能かどうかを検討する。
・また、県内生乳生産量の増加の一助とするため、高能力牛の供給のための供卵牛の導入、酪農の円滑な経営継承を行うための法人化支援、東濃牧場での搾乳牛舎の併設までには相当な期間を要することから、畜産研究所酪農研究部において、短期研修生を受け入れられる研修生の宿泊支援を実施する。
（２）事業内容

　　➀ 高能力牛確保対策事業　　 3,340千円
・畜産研究所で行っている乳を出す能力が高い牛の受精卵配布事業を加速化するため、年間12,000kg以上の泌乳能力を持つ高泌乳牛を北海道から２頭導入（北海道高泌乳牛平均価格　1,670千円×２頭）
➁ 東濃牧場水源調査事業　　 2,660千円
・東濃牧場の現在の井戸の揚水量を調査し、今後の牧場の継続的な

運営及び今後の搾乳部門運営に必要な水量が確保できるかどうかの

既存井戸の能力調査を実施する。
➂ 酪農法人化対策支援事業　   280千円

　　　　  ・雇用就農の促進及び、後継者がいない酪農家の経営継承をスムーズに進めるため、法人化についての研修会を実施
④ 短期研修支援対策事業　　　 690千円

　　　　  ・畜産研究所酪農研究部において、短期研修を行う実習生に対し、
　　　　　 研修施設に近い、恵那市内で宿舎として賃貸物件の借上げを行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　１０／１０
東濃牧場の設置者は県であること、また、畜産研究所への牛の導入であることなどを踏まえ、県の全額負担が相当と考える。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	14
	依頼講師等旅費、連絡調整旅費

	需用費
	　 　96
	法人化セミナー開催事務用品

	使用料
	720
	短期研修用宿泊施設借上料、セミナー会場借上料

	役務費
	　　　 8
	

	報償費
	 　　132
	セミナー講師、先進事例発表者、個別相談会専門家謝金

	備品購入費
	　3,340
	高能力牛２頭

	委託料
	　2,660
	水量調査の委託

	合計
	　6,970
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　ぎふ農業農村基本計画（H32目標）
　　　　東濃牧場に担い手研修機能を設置
生乳生産量　48,000ｔ
（但し、現実可能かつ必要生乳生産量として、当面40,000ｔの維持を
　目標とする。）

（２）国・他県の状況

　　　類似事業なし

（３）後年度の財政負担

　　　平成32年度：水源探索調査、増頭対策、法人化研修会
　　　平成33年度：増頭対策、公共事業計画策定
　　　平成35～36年度：増頭対策、公共事業を活用し、搾乳牛舎等の再整備

      平成37～38年度：長期研修開始、育成牛舎、堆肥舎の再整備

（４）事業主体及びその妥当性
　　　東濃牧場は岐阜県が設置し、指定管理者制度で運営していること、また、生乳生産目標に向けた対策であることから、県が実施することが適当と考える。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成31年度から短期の担い手研修を実施できる体制を整備するとともに、平成37年度までに、正式な担い手研修を行える体制を整える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	本格的な酪農拠点整備に当たっての前段階の事業であり、拠点整備まで指標の設定ができない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	牛乳・乳製品は学校給食用牛乳をはじめとして、県内の消費者、学童等への豊富な栄養の供給源であり、その供給源となる県内の酪農生産を支援するために、生乳の増産を行い、酪農家の経営を維持していくことは重要である。また、酪農経営にとって重要な育成事業を実施している東濃牧場の役割は大きく、その機能の維持、拡充について確認する必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　水量確保調査結果をもとに、次年度以降の東濃牧場再整備と担い手研修施設の取組方向を検討していく。


